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Ⅰ ＪＡグループの概要
１ 組織概要

ＪＡグループ組織図
ＪＡグループは、

・ 農業者等が組合員となっ
ている単位組合（ＪＡ）

・ 単位組合を会員とし、そ
の事業活動を補う協同組
織としての連合会

・ これらの指導機関である
中央会で構成。

連合会は、事業ごとに都
道府県段階および全国段
階に分かれている。

（注）組合員数は農林水産省「総合農協統計表」（平成18事業年度）。その他は全中・農林中金調べ（20年4月1日現在）。

組
合
員

９３２

万人

総合農協

（ＪＡ）

７９４

市町村レベル 都道府県レベル 全国レベル

　　農林中金
　（信用事業）
※農林中金法に基

づく組織

経済連

８

全共連（12年4月，一斉統合）

（共済事業）

全農

（経済事業）

信連

３８

都道府県中央会

４７
全国中央会

（経営指導，監査
等）

指導･監査

信用

共済

経済
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２ 組合員数の動向

組合員数の推移

（注）農林水産省「総合農協統計表」

組合員数は、増加傾向にあり、平成18年度末で、932万人

正組合員は減少・准組合員は増加傾向

5,633

2,364

3,269

9,125

3,829

5,296

11年度

10,370 

4,730 

5,641 

9,188 

4,190 

4,998 

17年度

4,961

2,057

2,905

9,128

3,784

5,344

10年度

2,281

788

1,493

8,479

2,929

5,550

元年度

11,04610,017 9,609 8,673 7,684 6,397 3,065計

5,1904,481 4,216 3,741 3,275 2,710 1,177准組合員

5,8565,537 5,394 4,932 4,409 3,686 1,888正組合員１
組
合
当
た
り

9,3229,146 9,100 9,072 9,083 9,109 8,902計

4,3804,091 3,992 3,913 3,871 3,859 3,418准組合員

4,9425,055 5,108 5,159 5,211 5,249 5,484正組合員

18年度16年度15年度14年度13年度12年度5年度
事業年度

（単位：千人、（１組合当たりは、人））
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３ ＪＡ数の動向①

総合ＪＡ数の推移

3,899

3,012

944 904 878 851 813 794
1,0561,166

1,411
1,580

1,833

0

1,000

2,000

3,000

4,000

5,000

元年度 5年度 10年度 11年度 12年度 13年度 14年度 15年度 16年度 17年度 18年度 19年度 20年度

（注）全中ホームページ等
（各年度4月1日時点の数、元年度のみＨ元.3.31時点）。

農家組合員のニーズが多様化、高度化するととともに、他業態との競争が激化する等の
環境下、事業機能の強化と経営基盤の確立を図るため、合併を進めてきた。
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３ ＪＡ数の動向②

ＪＡの規模の分布状況

０．５

４

－

－

－

－

1兆円～

１００.００．２０．６１０．０１４．４４１．４３３．５構成比（％）

１００.０１．３３．６２５．１２２．５３５．３１１．８構成比（％）

８３４１１３０２０９１８８２９４９８
18年度

（19年3月末）

１,７３５４１０１７３２４９７１８５８１
10年度

（11年3月末）

１００.０－０．２３．８７．８４２．７４５．５構成比（％）

２,８６４－５１０９２２４１,２２４１,３０２
5年度

（6年3月末）

合計5,000億円～3,000億円～1,000億円～500億円～100億円～100億円未満
（貯金量）

（注）農林中金調べ等
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４ ＪＡの組織①

経営管理委員会制度
平成8年農協法改正により導入

経営の重要事項の決定を正組合員に委ね、その監督の下で理事が日常の
業務執行に専念する体制を構築できるようにするため、経営管理委員会制
度を導入（各組合の選択制）

ねらい

「統治」と「執行」の分離

・・・業務をコントロールする者（経営管理委員）と日常業務に当たる者（理

事）を明確に区分

導入状況

連合会・・・６５（全農、全共連、38信連、5経済連等）

※平成13年農協法改正で、信連、全共連と会員500人以上の連合

会に導入義務付け（農林中金も同年の金庫法改正により経営管理
委員会を設置）

ＪＡ・・・３６（導入率４％）
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４ ＪＡの組織②

選任又は選挙

　選任
【方針決定】

総　　　会

総 代 会

正　組　合　員

総　　代

経営管理委員会

理　事　会

・会長※

・経営管理委員

５人以上（定数の４分の３以上は正組合員）

・代表理事

・理事

監　事　2人以上

信用事業専任理事１人以上を
含め常勤理事３人以上

正組合員500人以上
の組合の場合、総会
を総代会に代えるこ
とができる

職務の執行を監査

常勤監事：貯金等合計額が200

億円以上のＪＡは1人以上

員外監事：貯金等合計額が50億

円以上のＪＡは1人以上

総　　　会

総 代 会

正　組　合　員

総　　代

監　事　2人以上 理　事　会

・代表理事

・理事

5人以上（定数の３分の２以上は正組合員）

信用事業専任理事１人以上常勤理事３人以上

選任又は選挙

正組合員500人以上
の組合の場合、総会
を総代会に代えるこ
とができる

常勤監事：貯金等合計額が200

億円以上のＪＡは1人以上

員外監事：貯金等合計額が50億

円以上のＪＡは1人以上

※委員の互選

職務の執行を監査

意思決定機能
業務執行機能

意思決定機能

業務執行機能

【理事会制度のJA】 【経営管理委員会制度を導入したJA】
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Ⅱ ＪＡバンクシステム
１ ＪＡバンクシステムとは

ＪＡバンクとは

ＪＡ、信連、農林中金（ＪＡバンク会員）で構成される金融グループの総称

JA 信連 農林中金

ＪＡバンクシステムとは

再編強化法（詳細P15)に基づき、ＪＡバンク会員総意のもと「ＪＡバンク
基本方針」を策定。当方針に基づき、ＪＡ・信連・農林中金が一体的に事
業運営に取組む仕組みであり、平成14年にスタート。

次の２つの柱により構成
① ＪＡバンクの信頼性を確保する「破綻未然防止システム」
② スケールメリットときめ細かい顧客接点を活かした金融サービス提供

の充実・強化を目指す「一体的な事業推進」
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ＪＡバンクシステム（イメージ）
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２ ＪＡバンクシステム導入の経緯
（１）導入当時の情勢認識（平成１３年頃）

○健全経営の確保や破綻防止も、各ＪＡ，各信連の自主
的な取組みに依存

○経営破綻ＪＡが発生するなか、民事責任、組合員の出
資金放棄の上で、県内・県外のＪＡグループも支援が求
められる

○破綻時に迅速な処理ができなければ、ＪＡグループ全
体の信用力が低下するおそれ

○ペイオフ解禁（平成14年4月）

・ 貯金者が健全性を比較して金融
機関を選択する時代到来

○系統内のＩＴ投資は各段階で重複して実施

（このため投資コストがかかる一方で、成果は上がらず、
金融サービス高度化の面で劣後していくおそれ）

○ＩＴ革命の進展

（インターネットバンキング等）

・ 金融事業のあり方の抜本的見直し

○従来からの各ＪＡ・各信連・農林中金ぞれぞれが独立し
て信用事業を行う体制が継続

○金融ビックバンの進展

（銀行再編・他業態からの参入）

・ 金融サービスの質、コスト面におけ
る大競争時代到来

ＪＡグループの状況金融環境
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２ ＪＡバンクシステム導入の経緯
（２） 「ＪＡバンク」の一体的業務運営の必要性（課題認識）

○ 「ＪＡバンク」に期待される役割

・ 我が国の金融システムの一員として、組合員・利用者のニーズに応えるべく、信頼される
経営の確保と、高度な総合的金融サービスの提供を行うこと。

○ 「ＪＡバンク」おける課題

・ 個々の経営体が責任ある事業運営を行うことが基本

・ 一方で、「ＪＡバンク」全体として取組まなければ、十分な対応ができない課題への対処が
必要

◆ ペイオフ時代に対応しうる信頼性確保

◆ ＩＴ投資、市場性金融商品への対応
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○ 「ＪＡバンク」全体としての一体的業務運営の必要性

・ 激変する金融システムの中で、将来にわたって役割を十分発揮するためには、ＪＡ・信連・
農林中金が総合力を結集することが必要。

・ これにより確立するＪＡバンクシステムのあり方

◆ 組合員・利用者の負託に応えるための「ＪＡバンク」メンバーによる相互監視システムで

あること

◆ 組合員・利用者の利便向上に資するため、「ＪＡバンク」グループの総合力を結集して
高度で一元的な金融サービス機能を果たすこと。

※とりわけ「信頼性の確保」は、以下の農協破綻事例の教訓を踏まえ対応

・ 能力・体制が整わないまま資金運用が継続され、要処理額が拡大

・ 経営内容が十分開示されないため、実態把握が進まず

・ ワンマン体制のため行政検査・中央会監査の指摘にも改善が進まず



14

２ ＪＡバンクシステム導入の経緯
（３）法制度の手当て等

① ＪＡ全国大会決議（平成12年10月12日）

② 農協系統の事業・組織に関する検討会（農水省）

最終報告（平成12年11月2日）

○新たな農協金融システム（ＪＡバンクシステム）の構築

・ 農協系統金融機関全体としての総合的な経営戦略を樹立するとともに、ＩＴ投資を一元化

・ 体制や能力を超えた資金運用が行われないことを基本とした、農協系統金融機関全体の実
効性ある破綻未然防止システムを確立

・ 農協系統全体の意思の下に農林中金が新たな農協金融システムの経営に責任をもって取
組むことが必要不可欠

○ 組合員と地域に支持されるＪＡバンクの確立

・ ＪＡ・信連・農林中金の総合力を結集し、一体的な事業運営の枠組みの中で業務展開

・ 信頼性の高いＪＡグループの信用事業の確立 ~ 自主ルールによる破綻未然防止策の確
立
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③ 再編強化法（農林中央金庫及び特定農水産業協同組合等による信
用事業の再編及び強化に関する法律）

・・・ 13年6月成立、14年1月施行

第3条 農林中金は、特定農協等に対し、信用事業の再編並びに強化を図

るために必要な指導を行うことができる。

第4条 農林中金は、前条に規定する業務を行おうとするときは、あらかじめ、

当該業務に関する基本的な方針（基本方針）を定めなければならない。

第5条 農林中金は、第3条の規定による指導を行うため必要があるときは、

特定農協等に対し、その業務又は会計の状況に関し報告又は資料を求
めることができる。

第6条 農林中金は、第3条の規定による指導を行うため必要があるときは
官庁、公共団体、中央会、信連その他の者に照会し、又は協力を求め
ることができる。

法手当て
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２ ＪＡバンクシステム導入の経緯
（４）ＪＡバンクシ基本方針策定（14年1月）・ＪＡバンクシステム始動

策定までの検討経過
① 第22回ＪＡ全国大会（平成12年10月）

② 全国信連会長会議および全中・総合審議会（ともに平成13年9月）

③ 農林中金総代会（平成13年12月）

○ ＪＡバンク基本方針（要旨） ※ 平成19年6月26日最終改正

Ⅰ 基本的方向
ＪＡバンク会員（ＪＡ・信連・農林中金）は、基本方針を遵守し、一体的に取組むことにより「ＪＡバ

ンクシステム」を確立

Ⅱ 「ＪＡバンク会員」の役割等
１ 農林中金の役割

① ＪＡバンク全体の総合的戦略の樹立し、本方針に基づいて信連・ＪＡへ必要な指導を実施
② 経営管理委員会の下に、信連・ＪＡの代表者等から「ＪＡバンク中央本部」を設置し、ＪＡバン

クシステムの適切な運営を実施
２ ＪＡ・信連の役割

① 本方針および本方針に基づく農林中金の指導を遵守
② 信連は、「ＪＡバンク県本部」を設置し、本方針に基づいて管内ＪＡを指導

３ 中央会との連携
ＪＡバンクシステムの適切な運営のため、農林中金・信連は中央会と密接な連携を図る
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○ ＪＡバンク基本方針（要旨）続き

Ⅲ ｢ＪＡバンク会員」の責務
①経営状況の報告等 ②資金運用制限ルール ③経営改善ルール ④組織統合ルール
⑤指定支援法人への財源拠出 ⑥ＪＡバンクの一体的事業推進
⑦ＪＡバンク全体の安全・効率運用確保（余裕金の預入れ：ＪＡ⇒信連2/3以上，信連⇒農中1/2以上）

Ⅳ 「ＪＡバンク会員」が享受するメリット
① 「ＪＡバンク会員名簿」に登録のうえ、組合員・利用者等に周知
② 全国統一されたシステムの利用、機能・商品の取扱い
③ 「ＪＡバンク」商標、およびこれを使用した通帳・カード等共通資材の活用
④ 本方針に基づく経営改善・組織統合の際の指定支援法人からの支援

Ⅴ 基本方針等を遵守しない会員に対する措置（ペナルティー）
本方針を遵守しない会員に対して、勧告・警告を行い、改善が認められない場合は、「ＪＡバ

ンク」商標の使用禁止、指定支援法人の支援対象からの除外、会員からの強制脱退 等、ペ
ナルティー措置を講じる。

Ⅵ 基準の見直し等
金融情勢変化やＪＡバンクの経営状況等を踏まえ、本方針・基準について毎年見直す。

 

経営管理委員会

ＪＡバンク中央本部委員会

経営企画専門部会

　総代会

経営企画JA委員会経営企画委員会

ＪＡバンクにおける会議体系

ＪＡバンク代表者全国会議
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３ ＪＡバンクシステムの運営状況
（１）破綻未然防止

経営状況のオン・オフモニタリング
農林中金・信連は、全ＪＡバンク会員か
ら経営管理資料提出を受け、チェック
経営改善への取組み
一定の基準に該当したＪＡ等の経営内
容を点検することで問題の早期発見
早い段階で経営改善に向けた指導
ＪＡバンク支援協会の支援
必要に応じ、全国に拠出した基金を活
用し資本注入等の支援

資産精査

実 質 自 己 資 本 比 率

かつ

体 制 整 備 状 況 問題なし

かつ

検 査 ・ 監 査 等 の 指 摘 事 項 指摘なし

レ ベ ル 格 付 け

破綻未然防止に向けた取組 従前どおり
低リスクのもののみ

〇今後，自己資本比率８％割れが懸念されるＪＡ
〇信用事業利益が赤字であるＪＡ
〇不良債権の毀損リスクを多く抱えるＪＡ
〇有価証券の市場リスクを多く抱えるＪＡ
〇信用事業において不祥事が発生したＪＡ 等

早期指導対象ＪＡ制度

格付け前での問題の早期発見・解決のため以下のようなＪＡを早期指導対象ＪＡとして指導

組織統合
新規与信の停止

不採算業務の見直
し 人員･経費削減
等

経営改善

資金運用制限 資金運用制限

経営改善

不採算業務の見直
し 人員･経費削減
等

農林中金への経営状況等の報告

レベル１ レベル２ レベル３

２年連続して同じ指摘

４％未満

又は

経営継続に支障を
来す重大な問題

又は

経営継続に支障を
来す重大な指摘

６～４％

又は

２年連続して同じ問題

又は

８～６％以上

又は

問題あり
（資金運用体制）

又は

８％以上

レベル０

体制整備

問題あり
（資金運用体制以外）

又は

指摘あり
（資金運用体制以外）

又は

指摘あり
（資金運用体制）
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ＪＡバンクのセーフティネット

ＪＡバンク支援基金による支援実績

394億円
（22件）

－6億円
（2件）

328億円
（9件）

37億円
（5件）

20億円
（5件）

4億円
（1件）

資本注入

5億円
（1件）

－－－5億円
（1件）

－－債務保証履
行

117億円

（６件）

－７８億円
（1件）

－－39億円
（5件）

－資金贈与

計18・19年度17年度16年度15年度14年度13年度

貯金保険制度

（貯金者保護のための公的制度）

Ｈ２０/３末責任準備残高：2,562億円

貯金保険制度

（貯金者保護のための公的制度）

Ｈ２０/３末責任準備残高：2,562億円

（参考）ＪＡの自己資本比率

１７．８４％１８．１４％１７．７７％全国ＪＡの平均自己資本比率

１８年度１７年度１６年度

農林中金調べ

ＪＡバンク支援基金

（全国ＪＡバンク会員等が拠出した基金）

Ｈ２０/３末基金残高：1,598億円

～ＪＡバンク会員は必要に応じ資本注入
等のサポートを受ける

ＪＡバンク支援基金

（全国ＪＡバンク会員等が拠出した基金）

Ｈ２０/３末基金残高：1,598億円

～ＪＡバンク会員は必要に応じ資本注入
等のサポートを受ける
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３ ＪＡバンクシステムの運営状況
（２）一体的な事業推進

① ＪＡバンクとしての総合的戦略として中期戦略を策定し、ＪＡ・信連・
農林中金が一体性をより強化して取組み

16～18年度 「ＪＡバンク中期戦略－ＪＡバンク・イノベーションプラン」

・ 全国目標としてＪＡ信用事業利益（償却後）1,000億円を目標

・ 収益向上策の柱としてローン伸張、効率化策の柱として店舗統廃
合・機能再配置に取組み

19～21年度 「ＪＡバンク中期戦略－ＪＡバンク・ステップアッププラン」

・ ＪＡ・県域・全国域の役割分担を明確にしつつ、より一体性を強化

・ 各ＪＡの積上目標の合計を全国目標として設定し、取組み
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② ＪＡバンクとして取組むアグリサポート事業

事業内容：次の３つの切り口から農業振興や環境に貢献する事業を展
開

① 農業担い手に対する支援

② 農業及び地域社会に貢献する取組みなどに対する支援

③ 消費者などの農業への理解・関心を高める取組み

事業実施主体：有限責任中間法人ＪＡバンクアグリ・エコサポート基金

事業費：設立時30億円（農林中金より3ヵ年で100億円程度の拠出を想
定）
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③ 計数推移
■ ＪＡ貯金・貸出金残高推移

4.4

△0.2

２０．７

8.8

1.5

７８．９

17年度

(18/3)

-4.54.44.44.34.34.24.24.13.51.6
業態シェア

（※2）

2.02.3△0.9△0.2△1.2△1.1△0.20.43.06.15.1（前年対比
伸び率）

２１．６２１．２２０．８２１．０２１．０２１．３２１．５２１．６２１．５１７．６１２．４貸出金

-9.08.68.48.28.28.17.87.88.34.7業態シェア
（※1）

2.41.72.22.11.22.02.61.80.83.910.1（前年対比
伸び率）

８２．１８０．２７７．７７６．０７４．４７３．５７２．１７０．３６９．０６５．４５１．２貯金残高

19年度

(20/3)
18年度

(19/3)
16年度

(17/3)
15年度

(16/3)
14年度

(15/3)
13年度

(14/3)
12年度

(13/3)
11年度

(12/3)
10年度

(11/3)
5年度

(6/3)
元年度

(2/3)

（単位：兆円、％）

（注）農林中金調べ、日銀「金融経済統計月報」等
（※１）ＪＡ、漁協、都市銀行、地方銀行、第２地方銀行、信用金庫、信用組

合、郵便貯金内でのシェア

（※２）ＪＡ、信連、金庫、漁協、都市銀行、地方銀行、第２地方銀行、信用金
庫、商工中金内でのシェア
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ＪＡ事業利益推移

ＪＡ店舗数推移

ＪＡ職員数推移

7,4497,3187,1667,3337,4597,0177,7207,9898,3578,15910,648うち信用事業
総利益

1,600

19,963

17年度

1,7151,3761,4161,1622614255569981,3283,929事業利益

19,72220,20320,74521,28221,07321,90422,45323,04423,36123,424事業総利益

18年度16年度15年度14年度13年度12年度11年度10年度5年度元年度
事業年度

（単位：億円）

10,688

17年度

9,62411,29611,98012,41912,96614,51813,25513,44513,45112,804ＪＡ店舗数（※）

18年度16年度15年度14年度13年度12年度11年度10年度5年度元年度
事業年度

228233240248258263269275280301297ＪＡ職員数

5761636567686970727677うち信用事業
担当職員

17年度 18年度16年度15年度14年度13年度12年度11年度10年度5年度元年度
事業年度

（注）農水省「総合農協統計表」

（注）農水省「総合農協統計表」

（単位：千人）

（注)農水省「総合農協統計表」
（参考）ATM設置台数 18年度：12,168台※信用事業を実施している店舗
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３ ＪＡバンクシステムの運営状況
（３）全国統一システムの整備

ＪＡバンクの全国統一システム（ＪＡＳＴＥＭシステム）

・・・ 農林中金が運営

11年10月より各県のシステム移行開始、18年5月に全県移行完了

⇒ 全国47都道府県のＪＡバンクがひとつのシステムとなり、全国共通
のサービスが提供できるインフラが整備

ＪＡバンク業務全体の標準化・効率化を目指した業務統一に取組み

災害用バックアップセンターを装備（社会インフラとしての責任）
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４ 農林中金（中央機関）の取組み
（１）ＪＡバンク中期戦略と農林中金中期経営計画との関係

農林中央金庫の中期経営計画において，経営目標の両翼（「系統信用事業の成長戦略＝リテール戦略」およ
び「投融資戦略＝インベストメント戦略」）と経営の要諦となるマネジメント戦略を位置付け

経営目標の経営目標の
両翼両翼

JAJAバンク中期戦略バンク中期戦略

リスク対比収益と資本効率をリスク対比収益と資本効率を
意識した，意識した，アセットアロケーションアセットアロケーション

運営運営

JAJAバンクバンク

（（JAJA ＋信農連＋農林中央金庫＋信農連＋農林中央金庫 ））

経営の要諦経営の要諦

農林中央金庫農林中央金庫

経営管理経営管理態勢の態勢の充実・強化充実・強化

収益・リスク・自己資本のバランスのとれた財務運営収益・リスク・自己資本のバランスのとれた財務運営

人材の多様化と質的向上に向けた人事施策の展開人材の多様化と質的向上に向けた人事施策の展開

一層踏み込んだ「選択と集中」の実践一層踏み込んだ「選択と集中」の実践

系統信用事業の成長戦略系統信用事業の成長戦略 投融資戦略投融資戦略

マネジメント戦略マネジメント戦略

||||

““一つの金融機関としての一つの金融機関としての
総合的戦略の樹立総合的戦略の樹立””
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４ 農林中金の取組み
（２）ＪＡバンクシステムにおける資金の流れ

注： 2008年3月末現在。
出所： 農林中央金庫

収益として
会員へ還元

会員からの
預金・出資

JA
- 市町村段階 -

JA信農連

- 都道府県段階 -

農林中央金庫

- 全国段階 -

系統預け金

49兆円

系統預け金

30兆円

運用資産

82兆円

運用資産

53兆円

運用資産

61兆円

農業者等
からの貯金

82兆円

※一部の県域では，JAが当金庫に直接預金

を預け入れる場合もあります。7兆円


